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(57)【要約】
【課題】パネルの側辺部にフレキシブル回路を介して回
路基板が接続された被梱包物およびパネルのみからなる
被梱包物のいずれの場合であっても、共通の容器本体お
よび蓋体を兼用して、これらを梱包することができる梱
包材を提供する。
【解決手段】パネルＰａの側辺部Ｐｓに、フレキシブル
回路Ｐｆを介して回路基板Ｐｂが接続された第１の被梱
包物Ｐ１と、矩形状のパネルからなる第２の被梱包物Ｐ
２とを選択して梱包するための梱包材１である。梱包材
１は、容器本体２０と蓋体１０とを備える。容器本体２
０の収納凹部２１の底面２１ａの側縁部２１ｂには、回
路基板Ｐｂを収容するための基板収容凹部２１ｃが形成
されている。基板収容凹部２１ｃが形成された側の隅部
２１ｄ，２１ｄには、容器本体２０に着脱自在に嵌合す
ると共に、第１の被梱包物２１のパネルＰａの角部Ｐｃ
を保護する角部保護部材３０が設けられている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　矩形状のパネルの側辺部に、フレキシブル回路を介して回路基板が接続された第１の被
梱包物と、矩形状のパネルからなる第２の被梱包物と、を含む少なくとも２種類の被梱包
物のいずれか１種を選択して梱包するための梱包材であって、
　前記梱包材は、被梱包物を収納する収納凹部が形成された容器本体と、前記収納凹部に
形成された開口端部を密閉するように前記容器本体を覆う蓋体とを備えており、
　前記収納凹部の底面の側縁部には、該底面に配置された第１の被梱包物の回路基板を収
容するための基板収容凹部が形成されており、
　前記収納凹部の前記基板収容凹部が形成された側の隅部には、前記容器本体または前記
蓋体の少なくともいずれか一方に着脱自在に嵌合すると共に、前記第１の被梱包物のパネ
ルの角部を保護する角部保護部材が設けられていることを特徴とする梱包材。
【請求項２】
　前記角部保護部材は、前記容器本体または蓋体に嵌合する嵌合部と、該嵌合部が嵌合し
た状態で前記収納凹部の隅部から各内側壁面に沿って延在するように、前記嵌合部に連結
された一対の角部保護用アーム部と、が形成された保護部材本体と、
　前記パネルを保護するように前記各角部保護用アーム部の表面に配置された衝撃緩衝材
と、を備えていることを特徴とする請求項１に記載の梱包材。
【請求項３】
　前記保護部材本体は、前記容器本体または蓋体よりも硬質の材料からなることを特徴と
する請求項２に記載の梱包材。
【請求項４】
　前記角部保護部材は前記容器本体に嵌合するものであり、少なくとも前記角部保護用ア
ーム部は、前記容器本体の開口端部から突出していることを特徴とする請求項２または３
に記載の梱包材。
【請求項５】
　前記容器本体には、前記収納凹部に収納された第２の被梱包物の側辺部に沿って該側辺
部を保護するように、前記収納凹部の内側壁面に着脱自在に嵌合する側辺緩衝部材が設け
られていることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の梱包材。
【請求項６】
　前記容器本体には、前記角部保護部材を収納する収納部が形成されていることを特徴と
する請求項１～５のいずれかに記載の梱包材。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかの梱包材により、前記第１または第２の被梱包物を梱包した梱
包体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、矩形状のパネルの少なくとも１つの側辺部に、フレキシブル回路を介して回
路基板が接続された第１の被梱包物と、矩形状のパネルからなる第２の被梱包物とを含む
少なくとも２種類の被梱包物のいずれか１種を選択して梱包するのに好適な梱包材に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、被梱包物を梱包する梱包材として、容器本体と蓋体とが用いられている。容
器本体の上部には、開口部を介して被梱包物を収納するための収納凹部が形成されており
、蓋体は、この収納凹部から露呈した被梱包物を覆うようになっている。
【０００３】
　被梱包物として、たとえば、ガラス基板などのパネル（被梱包物）を梱包する際には、
合紙を介して同じ大きさのパネルを幾重にも積み重ねて、容器本体の収納凹部に収納され
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る。ここで、異なる大きさの複数種のパネルのうちいずれか１種を選択して、複数枚収納
凹部に収納する際には、この種類（大きさ）に応じた収納凹部が形成された容器本体を準
備しなければならなかった。
【０００４】
　このような点を鑑みて、例えば、梱包時におけるパネルの側辺部に対向する位置におい
て、収納されるパネルの大きさに応じた形状を有するスペーサーを用いて、該スペーサー
を収納凹部の内側壁面に着脱自在に嵌合させた梱包材が提案されている（たとえば、特許
文献１～３参照）。
【０００５】
　このように、たとえ異なる種類のパネル（被梱包物）のうちいずれか１種のパネルを選
択して、複数枚積み重ねて梱包する場合であっても、この選択した種類のパネルの大きさ
に応じて、スペーサーを選択して収納凹部内において嵌合させればよいので、共通した容
器本体および蓋体を兼用して、これらを梱包することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】実用新案登録第３１２０７０７号公報
【特許文献２】実用新案登録第３１５１０５３号公報
【特許文献３】特開２００８－２８００６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上述した被梱包物には、図１３（ｂ）に示すパネル状の被梱包物Ｐ２ば
かりでなく、図１３（ａ）に示すように、矩形状のパネルＰａの少なくとも１つの側辺部
Ｐｓに、フレキシブル回路Ｐｆを介して回路基板Ｐｂが接続された被梱包物Ｐ１もある。
このような被梱包物Ｐ１を梱包する場合、特許文献１～３に示すスペーサーを用いたとし
ても、振動または衝撃が作用した際には、フレキシブル回路Ｐｆは可撓性を有し、これが
屈曲する。このため、スペーサーにより、フレキシブル回路Ｐｆが付いた側辺部Ｐｓを有
効に保護することは困難であった。
【０００８】
　したがって、このような場合には、フレキシブル回路Ｐｆおよび回路基板Ｐｂの形状に
応じた収納凹部が形成された容器本体を新たに準備しなければならず、共通の容器本体お
よび蓋体を兼用して、これらの被梱包物Ｐ１，Ｐ２を梱包することが難しかった。
【０００９】
　本発明は、このような点を鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、パネ
ルの側辺部にフレキシブル回路を介して回路基板が接続された被梱包物およびパネルのみ
からなる被梱包物のいずれの場合であっても、共通の容器本体および蓋体を兼用して、こ
れらを梱包することができる梱包材を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、前記課題を解決するためになされたものであり、本発明に係る梱包材は、矩
形状のパネルの側辺部に、フレキシブル回路を介して回路基板が接続された第１の被梱包
物と、矩形状のパネルからなる第２の被梱包物と、を含む少なくとも２種類の被梱包物の
いずれか１種を選択して梱包するための梱包材であって、前記梱包材は、被梱包物を収納
する収納凹部が形成された容器本体と、前記収納凹部に形成された開口端部を密閉するよ
うに前記容器本体を覆う蓋体とを備えており、前記収納凹部の底面の側縁部には、該底面
に配置された第１の被梱包物の回路基板を収容するための基板収容凹部が形成されており
、前記収納凹部の前記基板収容凹部が形成された側の隅部には、前記容器本体または前記
蓋体の少なくともいずれか一方に着脱自在に嵌合すると共に、前記第１の被梱包物のパネ
ルの角部を保護する角部保護部材が設けられていることを特徴とする。
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【００１１】
　本発明によれば、第１の被梱包物を梱包する際には、基板収容凹部に第１の被梱包物の
回路基板を逃がすように、第１の被梱包物を収納凹部内において積み重ねる。この際に、
前記収納凹部の前記基板収容凹部が形成された側の一対の隅部には、第１の被梱包物のパ
ネルの角部を保護する一対の角部保護部材が配置されているので、フレキシブル回路を介
して回路基板が接続された側辺部側において、第１の被梱包物を梱包することができる。
【００１２】
　さらに、第２の被梱包物を梱包する際には、一対の角部保護部材を容器本体から取り外
した状態で、容器本体の収納凹部内に、第２の被梱包物を積み重ねて収納すればよい。こ
れにより、第２の被梱包物を収納凹部の内側壁面で保護することができる。このようにし
て、パネルの側辺部にフレキシブル回路を介して回路基板が接続された被梱包物およびパ
ネルのみからなる被梱包物のいずれの場合であっても、共通の容器本体および蓋体を兼用
して、これらを梱包することができる。
【００１３】
　また、第１の被梱包物のパネルの角部を保護できれば、角部保護部材の形状は特に限定
されるものではなく、例えば、ブロック状のクッション材の一部を角部の形状に応じて陥
没させた形状などを挙げることができる。
【００１４】
　さらにより好ましい態様としては、前記角部保護部材は、前記容器本体または蓋体に嵌
合する嵌合部と、該嵌合部が嵌合した状態で前記収納凹部の隅部から各内側壁面に沿って
延在するように、前記嵌合部に連結された一対の角部保護用アーム部と、が形成された保
護部材本体と、前記パネルを保護するように前記各角部保護用アーム部の表面に配置され
た衝撃緩衝材と、を備えている。
【００１５】
　この態様によれば、容器本体または蓋体に嵌合した嵌合部から延在する一対の角部保護
用アーム部の表面には、衝撃緩衝材が配置されているので、第１の被梱包物の角部から各
側辺部に沿った部分を、衝撃緩衝材により保護することができる。さらに、嵌合部が嵌合
した状態で、角部保護部材に衝撃が作用した際には、角部保護用アーム部に第１の被梱包
物の角部が接触し、角部保護用アーム部が撓む。この結果、角部保護用アーム部により第
１の被梱包物の角部の衝撃を緩衝することができる。
【００１６】
　また、第１の被梱包物の角部を保護することができれば、角部保護部材の材質は特に限
定されるものではなく、たとえば、角部保護部材の材料は、蓋体および容器本体の材料と
、同等であってもよい。さらにより好ましい態様としては、保護部材本体は、前記容器本
体および蓋体よりも硬質の材料からなる。
【００１７】
　この態様によれば、第１の被梱包物が梱包された梱包体に衝撃または振動が作用したと
しても、保護部材本体は、容器本体および蓋体に比べて硬質となっているので、これによ
り、角部保護部材が容器本体の保護部材としても作用し、被梱包物の角部が接触する際の
容器本体の破損または欠損を抑制することができる。
【００１８】
　また、より好ましい態様としては、前記角部保護部材は前記容器本体に嵌合するもので
あり、少なくとも前記角部保護用アーム部が、前記容器本体の開口端部から突出している
。
【００１９】
　この態様によれば、容器本体の開口端部の近傍まで、第１の被梱包物を積み重ねて、収
納凹部に収納した場合であっても、角部保護用アーム部により、上段に積み重ねられた第
１の被梱包物の角部が、角部保護用アーム部を乗り越えることを抑制することができる。
これにより、第１の被梱包物が、梱包材から飛び出すことを防止することができる。
【００２０】



(5) JP 2014-9020 A 2014.1.20

10

20

30

40

50

　また、より好ましい態様としては、前記容器本体には、前記収納凹部に収納された第２
の被梱包物の側辺部に沿って該側辺部を保護するように、前記収納凹部の内側壁面に着脱
自在に嵌合する側辺緩衝部材が設けられている。この態様によれば、第１および第２の被
梱包物のパネルの幅が異なる場合であっても、側辺緩衝部材が第２の被梱包物の側辺部を
保護することができる。
【００２１】
　さらに、好ましい態様としては、前記容器本体には、前記角部保護部材を収納する収納
部が形成されている。この態様によれば、第２の被梱包物を収納する際には、角部保護部
材は使用しないので、角部保護部材を容器本体に形成された収納部に収納することができ
る。そして、第１の被梱包物を収納する際には、角部保護部材を収納部から取り出して使
用することができる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、パネルの側辺部にフレキシブル回路を介して回路基板が接続された被
梱包物およびパネルのみからなる被梱包物のいずれの場合であっても、共通の容器本体お
よび蓋体を兼用して、これらを梱包することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の第１実施形態に係る梱包材で、第１の被梱包物を梱包する状態を示した
模式的斜視図。
【図２】（ａ）は、第１実施形態に係る梱包材の角部保護部材の模式的斜視図であり、（
ｂ）はその変形例を示した模式的斜視図。
【図３】図２（ａ）に示す角部保護部材を容器本体に嵌合した状態の部分的上面図。
【図４】（ａ）は、図３のＡ－Ａ線矢視断面図であり、（ｂ）は、図３のＢ－Ｂ線矢視断
面図。
【図５】図４（ａ）に相当する第１実施形態の変形例を示した模式的断面図。
【図６】第２の被梱包物を図１に示す容器本体で収納する状態を示した模式的斜視図。
【図７】本発明の第２実施形態に係る梱包材を説明するための模式的斜視図であり、（ａ
）は、蓋体裏面側の模式的斜視図、（ｂ）は、容器本体の模式的斜視図。
【図８】本発明の第３実施形態に係る梱包材で第１の被梱包物を梱包する状態を説明する
ための模式的斜視図。
【図９】第２の被梱包物を図８に示す容器本体で収納する状態を示した模式的斜視図。
【図１０】本発明の第４実施形態に係る梱包材で第１の被梱包物を梱包する状態を説明す
るための模式的斜視図。
【図１１】第２の被梱包物を図１０に示す容器本体に収納する状態を示した模式的斜視図
。
【図１２】本発明の第５実施形態の容器本体を説明するための模式的斜視図。
【図１３】（ａ）は、第１の被梱包物を示した模式的斜視図、（ｂ）は、第２の被梱包物
を示した模式的斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下に、図１～図１３を用いて、本発明に係る梱包材のいくつかの実施形態を説明する
。
〔第１実施形態〕
　図１は、本発明の第１実施形態に係る梱包材で、第１の被梱包物を梱包する状態を示し
た模式的斜視図であり、図２（ａ）は、第１実施形態に係る梱包材の角部保護部材の模式
的斜視図であり、（ｂ）はその変形例を示した模式的斜視図である。
【００２５】
　図３は、図２（ａ）に示す角部保護部材を容器本体に嵌合した状態の部分的上面図であ
り、図４は、（ａ）図３のＡ－Ａ線矢視断面図であり、（ｂ）は、図３のＢ－Ｂ線矢視断
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面図である。図５は、図４（ａ）に相当する第１実施形態の変形例を示した模式的断面図
であり、図６は、第２の被梱包物を図１に示す容器本体で収納する状態を示した模式的斜
視図である。
【００２６】
　図１～図６に示すように、梱包材１は、ガラスパネル等の複数枚の被梱包物を重ねて梱
包するための梱包材である。具体的には、梱包材１は、図１３（ａ）に示すように、矩形
状のパネルＰａの少なくとも１つの側辺部Ｐｓに、フレキシブル回路（フィルム回路）Ｐ
ｆを介して回路基板Ｐｂが接続された第１の被梱包物Ｐ１と、図１３（ｂ）に示す、パネ
ルからなる第２の被梱包物Ｐ２と、の少なくとも２種類の被梱包物のいずれか1種を選択
して、選択した１種の被梱包物を複数枚重ね合わせて、梱包するものである。
【００２７】
　梱包材１は、蓋体１０と容器本体２０とを備えている。蓋体１０および容器本体２０の
材質としては、熱可塑性樹脂の発泡成形体であることが好ましい。熱可塑性樹脂には、ポ
リスチレン系樹脂、ポリオレフィン系樹脂（例えばポリプロピレン系樹脂、ポリエチレン
系樹脂）、ポリエステル系樹脂（例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテ
レフタレート、ポリエチレンナフタレート、またはポリ乳酸）、またはポリカーボネート
系樹脂などが挙げられ、単一の樹脂や複数の樹脂を複合したものを使用できる。被梱包物
がガラスパネルや電子部品である場合には、帯電防止処理された発泡用原料が好ましく、
例えば積水化成品工業（株）製のＥＰＳ（エスレン（登録商標）ビーズ　ＮＳＥＬＭ）、
ピオセラン（登録商標）Ｌシリーズ（ＬＰ－３０ＥＮＴＲ等）、Ｏシリーズ（ＯＰ－１５
ＥＮＳ）、Ｓシリーズ（ＳＰ－４０ＤＮＴ）などを挙げることができる。
【００２８】
　図１に示すように、蓋体１０は、短手方向および長手方向の寸法が、容器本体２０の寸
法と一致しており、蓋体１０には、その短手方向および厚さ方向に沿って、複数のバンド
溝１８，１８，…が形成されている。蓋体１０の裏面側の外周縁１１は、凸条となるよう
に裏面から突出しており、後述する収納凹部２１の開口端部（開口部）２２ａの外側に形
成された外縁溝２２ｂに、嵌合するようになっている。このようにして、容器本体２０の
収納凹部２１に形成された開口端部２２ａを密閉するよう、蓋体１０で容器本体２０を覆
うことができる。
【００２９】
　容器本体２０は、底部２３と、底部２３の周りから立ち上がった側壁部２４と、を有し
ており、容器本体２０の中央には、底部２３および側壁部２４により、被梱包物を収納す
るための収納凹部２１が形成されている。底部２３の外面（底面）と、側壁部２４の外側
面とには、梱包時に蓋体１０のバンド溝１８と連続するように、バンド溝２８，２８，・
・・が形成されている。
【００３０】
　また、収納凹部２１の底面２１ａの側縁部２１ｂには、側縁部２１ｂに沿って底面２１
ａに配置された第１の被梱包物Ｐ１の回路基板Ｐｂを収容するための基板収容凹部２１ｃ
が形成されている。これにより、被梱包物Ｐ１を複数枚積み重ねた際に、上下方向に扇状
に膨らむ回路基板Ｐｂ，Ｐｂ…を、開口端部２２ａからはみ出さないように基板収容凹部
２１ｃ内に逃がすことができる。
【００３１】
　さらに、収納凹部２１の基板収容凹部２１ｃが形成された側の一対の隅部２１ｄ，２１
ｄには、隅部凹部２１ｅ，２１ｅが形成されている。さらに隅部凹部２１ｅの底面２１ｇ
は、収納凹部２１の底面２１ａよりも低い位置に形成されている。このようにして、後述
する角部保護部材３０を、容器本体２０の隅部凹部２１ｅに着脱自在に嵌合することがで
きるとともに底面２１ｇまで角部保護部材３０が入り込むため、角部保護部材３０の下方
に、被梱包物Ｐ１の角部Ｐｃが潜り込むことを抑えることができる。また、基板収容凹部
２１ｃが形成された側とは反対側の各隅部には、パネルＰａの角部との接触を回避するよ
うに、一対の凹部２１ｈが形成されている。
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【００３２】
　角部保護部材３０，３０は、第１の被梱包物Ｐ１を梱包する際に、回路基板Ｐｂが接続
された側のパネルＰａの一対の角部Ｐｃを保護する部材である。具体的には、各角部保護
部材３０は、保護部材本体３１および衝撃緩衝材３２とからなる（図２（ａ），図３参照
）。
【００３３】
　保護部材本体３１には、容器本体２０の隅部凹部２１ｅに嵌合する嵌合部３３と、嵌合
部３３が嵌合した状態で収納凹部２１の隅部２１ｄから各内側壁面２１ｆに沿って延在す
るように、嵌合部３３に一体的に成形された一対の角部保護用アーム部３４，３４と、が
形成されている。さらに、第１の被梱包物Ｐ１の角部Ｐｃから角部保護用アーム部３４に
作用する衝撃力により、角部保護用アーム部３４，３４同士の基端部に応力集中しないよ
うに、角部保護用アーム部３４，３４同士の基端部は、Ｒ形状の曲面３８で連続している
。さらに、衝撃緩衝材３２は、例えば接着剤または接着シートなどを介して、パネルＰａ
の角部Ｐｃを保護するように各角部保護用アーム部３４，３４の表面に配置されている。
【００３４】
　ここで、図２（ａ）に示すように、嵌合部３３および一対の角部保護用アーム部３４，
３４は、中実構造であってもよいが、例えば、図２（ｂ）に示すように、嵌合部３３およ
び一対の角部保護用アーム部３４，３４は、上下に開口が形成された中空構造であっても
よく、さらには、内壁同士を接続するように形成された複数の補強リブ３４ａ，３４ａ，
…を設けてもよい。
【００３５】
　また、保護部材本体３１は、容器本体２０および蓋体１０よりも硬質の材料からなる。
たとえば、保護部材本体３１を構成する材料の縦弾性率は、容器本体２０および蓋体１０
を構成する材料の縦弾性率よりも高いものが選定されている。容器本体２０および蓋体１
０が上述した発泡樹脂材の場合、保護部材本体３１は非発泡樹脂材が選定され、保護部材
本体３１の材料としては、ポリスチレン系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、アクリル系樹脂
、ポリカーボネートなどを挙げることができる。
【００３６】
　このように、保護部材本体３１は、容器本体２０および蓋体１０に比べて硬質となって
おり、第１の被梱包物Ｐ１が梱包された梱包体に衝撃または振動が作用した際に、荷重が
集中し易い収納凹部２１の隅部には、角部保護部材３０が配置されているので、容器本体
２０の破損または欠損を抑制することができる。
【００３７】
　さらに、衝撃緩衝材３２は、第１の被梱包物Ｐ１の角部Ｐｃからの衝撃を吸収するシー
ト材であり、保護部材本体３１よりも軟質の、天然ゴム、イソプレンゴム、ブタジエンゴ
ム、ウレタンゴム、スチレンブタジェンゴム、ニトリルゴム、ブチルゴム、エチレンプロ
ピレンゴム、フッ素ゴム、アクリルゴムなどの材料、さらにはこれらを発泡させたもの、
複数積層させたものであってもよい。
【００３８】
　このような梱包材１を用いて、第１の被梱包物Ｐ１を梱包する際には、図３および図４
（ａ）に示すように、容器本体２０の隅部凹部２１ｅに、角部保護部材３０，３０を嵌合
させる。次に、基板収容凹部２１ｃに第１の被梱包物Ｐ１の回路基板Ｐｂを逃がすように
、第１の被梱包物Ｐ１を収納凹部２１内において合紙を挟んで積み重ねる。
【００３９】
　被梱包物Ｐ１を収納した容器本体２０を蓋体１０で覆い、容器本体２０の開口端部２２
ａを密閉するよう、蓋体１０の裏面側の外周縁１１を、容器本体２０の外縁溝２２ｂに嵌
合させる。この嵌合状態で、バンド溝１８，２８に沿って３本のＰＰバンドなどの樹脂製
バンド（図示せず）で、蓋体１０および容器本体２０を縛ることにより、梱包体とされる
。
【００４０】



(8) JP 2014-9020 A 2014.1.20

10

20

30

40

50

　この際に、図４（ａ），図４（ｂ）に示すように、収納凹部２１の基板収容凹部２１ｃ
が形成された側の一対の隅部２１ｄ，２１ｄには、第１の被梱包物Ｐ１のパネルＰａの角
部Ｐｃを保護する一対の角部保護部材３０，３０が配置されている。これにより、振動ま
たは衝撃時には、フレキシブル回路Ｐｆを介して回路基板Ｐｂが接続された側辺部Ｐｓ側
の角部Ｐｃを、角部保護部材３０により押さえて、第１の被梱包物Ｐ１の他の側辺部を、
収納凹部２１の内壁面によって押さえることができる。
【００４１】
　特に、角部保護部材３０の嵌合部３３から延在する一対の角部保護用アーム部３４，３
４の表面には、衝撃緩衝材３２が配置されているので、第１の被梱包物Ｐ１の角部Ｐｃか
ら各側辺部Ｐｓに沿った部分を、衝撃緩衝材３２により保護することができるとともに、
梱包および開梱時において、角部保護部材３０により第１の被梱包物Ｐ１の角部Ｐｃが接
触することによる容器本体２０の破損を防止することができる。
【００４２】
　さらに、嵌合部３３が嵌合した状態で、角部保護部材３０に衝撃が作用した際には、角
部保護用アーム部３４に第１の被梱包物Ｐ１の角部Ｐｃが接触し、角部保護用アーム部３
４が撓む。この結果、角部保護用アーム部３４により第１の被梱包物Ｐ１の角部Ｐｃの衝
撃を緩衝することができる。
【００４３】
　ここで、図５に示す変形例の如く、角部保護部材３０の角部保護用アーム部３４を、容
器本体２０の開口端部２２ａから突出してもよい。このようにすれば、容器本体２０の開
口端部２２ａの近傍まで、第１の被梱包物Ｐ１を積み重ねて、収納凹部２１に収納した場
合であっても、角部保護用アーム部３４により、最上段に積み重ねられた第１の被梱包物
Ｐ１（図５の一点鎖線参照）の角部Ｐｃが、角部保護用アーム部３４を乗り越えることを
抑制することができる。これにより、第１の被梱包物Ｐ１が、梱包材１から飛び出すこと
を防止することができる。
【００４４】
　さらに、第２の被梱包物Ｐ２を梱包する際には、図６に示すように、一対の角部保護部
材３０，３０を容器本体２０から取り外した状態で、容器本体２０の収納凹部２１内に、
第２の被梱包物Ｐ２を積み重ねて収納すればよい。第２の被梱包物Ｐ２の大きさは、第１
の被梱包物Ｐ１のパネルよりも短辺方向が長く、開口端部２２ａの大きさに略等しいので
、収納された第２の被梱包物Ｐ２は、収納凹部２１の内側壁面２１ｆで保護されることに
なる。
【００４５】
　このようにして、パネルの側辺部Ｐｓにフレキシブル回路Ｐｆを介して回路基板Ｐｂが
接続された第１の被梱包物Ｐ１およびパネルのみからなる第２の被梱包物Ｐ２のいずれの
種類の被梱包物を選択した場合であっても、共通の容器本体２０および蓋体１０を兼用し
て、これらを梱包することができる。
【００４６】
〔第２実施形態〕
　図７は、本発明の第２実施形態に係る梱包材を説明するための模式的斜視図であり、（
ａ）は、蓋体裏面側の模式的斜視図、（ｂ）は、容器本体の模式的斜視図である。
【００４７】
　第２実施形態に係る梱包材が第１実施形態のものと相違する点は、一対の角部保護部材
を蓋体に嵌合させた点である。したがって、第１実施形態と同じ構成には、同じ符号を付
して、詳細な説明を省略する。
【００４８】
　図７（ａ）に示すように、本実施形態では、蓋体１０の裏面側の隅部１３には、角部保
護部材３０の嵌合部３３が着脱自在に嵌合するように、嵌合凹部１４が形成されている。
さらに、容器本体２０には、蓋体１０を容器本体２０に被着したときに、蓋体１０の嵌合
凹部１４に嵌合した状態の角部保護部材３０を収納するとともに、一対の角部保護用アー
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ム部３４，３４のそれぞれが、収納凹部２１の隅部２１ｄから各内側壁面２１ｆに沿って
延在するように、凹部２７が形成されている。
【００４９】
　このように構成することにより、共通の蓋体１０および容器本体２０を兼用して、第１
および第２の被梱包物Ｐ１，Ｐ２を梱包することができるとともに、角部保護部材３０が
蓋体１０に嵌合しているので、梱包体に衝撃または振動が作用したとしても、最上段の第
１の被梱包物Ｐ１の角部Ｐｃが容器本体２０の隅部２１ｄを乗り越えることを抑制するこ
とができる。
【００５０】
〔第３実施形態〕
　図８は、本発明の第３実施形態に係る梱包材で第１の被梱包物を梱包する状態を説明す
るための模式的斜視図である。図９は、第２の被梱包物を図８に示す容器本体で収納する
状態を示した模式的斜視図である。
【００５１】
　第３実施形態に係る梱包材が第１実施形態のものと相違する点は、角部保護部材を四隅
に配置するようにした点である。したがって、第３実施形態と同じ構成は、同じ符号を付
して、詳細な説明を一部省略する。
【００５２】
　本実施形態において梱包材により梱包される第１の被梱包物Ｐ１は、図８に示すように
、矩形状のパネルＰａの３つの側辺部Ｐｓに、フレキシブル回路Ｐｆを介して回路基板Ｐ
ｂが接続されたものである。
【００５３】
　本実施形態では、図８に示すように、容器本体２０の四隅には、角部保護部材３０を嵌
合するための隅部凹部２１ｅが形成されている。さらに、収納凹部２１の底面２１ａの３
つの側縁部２１ｄには、底面２１ａに配置された第１の被梱包物Ｐ１の３つの側辺部Ｐｓ
に接続された各回路基板Ｐｂを収容するための基板収容凹部２１ｃが形成されている。
【００５４】
　このようにして、収納凹部２１の四隅に形成された隅部凹部２１ｅに、各角部保護部材
３０を嵌合させた状態で、第１の被梱包物Ｐ１を収納凹部２１内において積み重ねて梱包
することができる。これにより、梱包体に振動または衝撃が作用した場合であっても、角
部保護部材３０により第１の被梱包物Ｐ１の４つの角部Ｐｃを押さえ、第１の被梱包物Ｐ
１を保護することができる。
【００５５】
　さらに、第２の被梱包物Ｐ２は、容器本体２０から角部保護部材３０を取り除いた状態
で、容器本体２０の収納凹部２１内に積み重ねることにより、第２の被梱包物Ｐ２を収納
凹部２１の内側壁面２１ｆで押さえ、これを保護することができる。
【００５６】
〔第４実施形態〕
　図１０は、本発明の第４実施形態に係る梱包材で第１の被梱包物の梱包する状態を説明
するための模式的斜視図である。図１１は、第２の被梱包物を図１０に示す容器本体で収
納する状態を示した模式的斜視図である。
【００５７】
　第４実施形態に係る梱包材が第３実施形態のものと相違する点は、容器本体の収納凹部
の内側壁面に嵌合する側辺緩衝部材を設けた点である。したがって、第３実施形態と同じ
構成は、同じ符号を付して、詳細な説明を一部省略する。
【００５８】
　図１０および図１１に示すように、容器本体２０の収納凹部２１の内側壁面２１ｆには
、開口端部２２ａから底面２１ａに向かって、複数の嵌合溝２６が形成されている。この
嵌合溝２６は、側辺緩衝部材４０と容器本体２０とを嵌合するための溝である。
【００５９】
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　図１１に示すように、側辺緩衝部材４０は、図１１に示す大きさの第２の被梱包物Ｐ２
’の３つの側辺部Ｐｓを押さえることができる程度の肉厚となっており、隣接する２つの
嵌合溝２６，２６に着脱自在に嵌合するように、一対の嵌合凸条４１が形成されている。
側辺緩衝部材４０は、上述した蓋体１０または容器本体２０を構成する材料と同じ材料で
あってもよく、衝撃緩衝材３２を構成する材料と同じであってもよい。
【００６０】
　このようにして、第３実施形態に示したのと同様に（図８参照）、第１の被梱包物Ｐ１
の四隅に形成された隅部凹部２１ｅに、各角部保護部材３０を嵌合させた状態で、第１の
被梱包物Ｐ１を収納凹部２１内において積み重ねて、これらを梱包することができる。
【００６１】
　さらに、第３実施形態の第２の被梱包物よりも大きさの小さいパネル（第２の被梱包物
）Ｐ２’を梱包する際には、図１１に示すように、収納凹部２１の内側壁面２１ｆの嵌合
溝２６に、側辺緩衝部材４０の嵌合凸条４１を嵌合させることにより、第２の被梱包物Ｐ
２’の大きさに応じた収納空間が形成される。この結果、側辺緩衝部材４０が、収納凹部
２１に収納された第２の被梱包物Ｐ２の３つの側辺部に沿って配置されることになるので
、３つ側辺部を側辺緩衝部材４０で保護することができる。
【００６２】
〔第５実施形態〕
　図１２は、本発明の第５実施形態の容器本体を説明するための模式的斜視図である。第
５実施形態に係る梱包材が第１実施形態のものと相違する点は、容器本体に、収納部を設
けた点である。したがって、第１実施形態と同じ構成は、同じ符号を付して、詳細な説明
を一部省略する。
【００６３】
　図１２に示すように、本実施形態では、容器本体２０の隅部凹部２１ｅとは異なる位置
（容器本体２０の上面）に、角部保護部材３０を収納する収納部２９が形成されている。
容器本体２０に収納部２９を設けることにより、第２の被梱包物Ｐ２を収納する際には、
角部保護部材３０は使用しないので、角部保護部材３０を容器本体２０に形成された収納
部２９に収納することができる。
【００６４】
　また、第１の被梱包物Ｐ１を収納する際には、角部保護部材３０を収納部から取り出し
て使用することができる。このような結果、第１および第２の被梱包物Ｐ１，Ｐ２の梱包
にかかわらず、角部保護部材３０を容器本体２０とともに一体的に搬送することができる
。
【００６５】
　以上、本発明の実施の形態を用いて詳述してきたが、具体的な構成はこの実施形態及び
実施例に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲における設計変更があ
っても、それらは本発明に含まれるものである。
【００６６】
　本実施形態では、角部保護部材は、容器本体または蓋体のいずれか一方に嵌合するよう
になっていたが、角部保護部材を着脱自在に嵌合することができるのであれば、角部保護
部材は、容器本体および蓋体の双方に嵌合するようになっていてもよい。
【符号の説明】
【００６７】
　１：梱包材、１０：蓋体、１１：外周縁、１３：隅部、１４：嵌合凹部、１８：バンド
溝、２０：容器本体、２１：収納凹部、２１ａ：底面、２１ｂ：側縁部、２１ｃ：基板収
容凹部、２１ｄ：隅部、２１ｅ：隅部凹部、２１ｆ：内側壁面、２２ａ：開口端部、２２
ｂ：外縁溝、２３：底部、２４：側壁部、２７：凹部、２６：嵌合溝、２８：バンド溝、
２９：収納部、３０：角部保護部材、３１：保護部材本体、３２：衝撃緩衝材、３３：嵌
合部、３４：角部保護用アーム部、３４ａ：補強リブ、３８：曲面、４０：側辺緩衝部材
、４１嵌合凸条、Ｐ１：第１の被梱包物、Ｐａ：パネル、Ｐｂ：回路基板、Ｐｃ：角部、
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Ｐｆ：フレキシブル回路、Ｐｓ：側辺部、Ｐ２：第２の被梱包物

【図１】 【図２】

【図３】
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(13) JP 2014-9020 A 2014.1.20

【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】



(14) JP 2014-9020 A 2014.1.20

【図１２】 【図１３】
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